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　巻頭言　Foreword

　水素エネルギー社会の実現に向けて、2014 年は大きな意味を持つ１年になるのではないだろうか。
　４月には、閣議決定された我が国のエネルギー政策の方向性を示す「エネルギー基本計画」において、水素
社会の実現に向けて、①定置用燃料電池の普及・拡大、②燃料電池自動車導入加速に向けた環境整備、③水素
発電等の新たな技術の実現、④製造、貯蔵・輸送技術の開発推進、⑤ロードマップの策定、を戦略的に進める
ことが明記された。また、６月には経済産業省に設立された「水素・燃料電池戦略協議会」から水素・燃料電
池戦略ロードマップが公表され、水素の「利用」、「輸送・貯蔵」、「製造」各分野における今後の取り組むべき
課題と役割分担が提示された。環境性・省エネ性に加えて、水素は、様々な原料から製造できるセキュリティ
に優れたエネルギーであることが改めて認識され、国として水素エネルギー社会の実現に向けた取り組みを加
速・推進していくことが明確になった。
　一方、民間レベルでは、トヨタ自動車が 2014 年度内に国内で燃料電池自動車（FCV）の販売を開始するこ
とを６月に発表した。2010 年に自動車メーカー３社と水素供給事業者 10 社が、2015 年の FCVの普及開始を
目指すという共同声明を発表して以降、規制緩和やコストダウン等のための開発を各社で進め、さらに昨年度
からは国の補助を受けて水素供給設備（水素ステーション）の先行整備が開始されてきたが、ここに来てFCV
の市場導入が明らかになったわけである。
　また、家庭用燃料電池「エネファーム」は、2009 年の一般販売以降、東日本大震災以降の電力供給不安と分
散型電源への関心の高まりもあって、メーカーによるコストダウンと国からの補助を受けて着実に導入台数を
伸ばし、９月には累積販売台数が 10 万台に到達した。エネルギー基本計画にも明記された導入台数目標、す
なわち 2020 年に 140 万台、2030 年に 530 万台の実現に向けた一つの通過点をクリアしたことになる。さらに、
2014 年度から住宅市場の約４割を占める集合住宅向けのエネファームの販売も開始されており、新たな市場拡
大が期待される。また、より高効率な SOFC型のエネファームの普及拡大も見込まれている。
　これらの技術は、個々の高レベルの要素技術をシステム化する「すり合わせ技術」の成果であり、我が国が
得意とする分野である。家庭用燃料電池は、欧米や韓国ではいまだ実証試験の段階であり、日本が世界をリー
ドしている。今年度中には欧州での販売も予定されており、我が国の産業振興にも大いに貢献すると考えられる。
　取り組みはハード技術の面だけではない。日本ガス協会は、日本ガス体エネルギー普及促進協議会の一員と
して、「エネファーム パートナーズ」の設立、運営に寄与してきた。「エネファーム パートナーズ」では、メー
カーとエネルギー事業者に加えて、住宅関連事業者にも参画いただき、住宅における省エネルギーおよびCO２
削減を推進すべく、エネファームの普及推進を行ってきた。エネファームの様なシステム化された機器を普及
するには、こうしたソフト面での環境整備が果たす役割も大きいと考えている。
　また３E＋ Sが実現した姿として、大規模集中型のエネルギー供給システムに加えて、コージェネレーショ
ンや燃料電池を使いながら再生可能エネルギーをできる限り導入し、ICTを使って地域が必要とする電気と熱
を効率よく賄う、いわゆる分散型エネルギー社会がある。分散型エネルギー社会を追求することも、水素エネ
ルギー社会実現に向けた着実な一歩である。

水素エネルギー社会への着実な歩み
Steady Steps to the Hydrogen Energy Society

一般社団法人 日本ガス協会
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　今年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画において、将来の二次エネルギーは、電気、
熱に加え、水素が中心的役割を担うという期待が表明されている。また、経済産業省の産学官
からなる「水素・燃料電池戦略協議会」では、６月に「水素・燃料電池ロードマップ」を策定
した。フェーズ１（現在：水素利用の飛躍的拡大）、フェーズ２（2020 年代後半：水素発電の
本格導入／大規模な水素供給システムの確立）、フェーズ３（2040 年頃：トータルでのCO２フ
リー水素供給システムの確立）と段階を追った方向性が示されている。また、７月には水素社
会の到来を告げる「NEDO水素エネルギー白書」が発行されている。一方、国内の自動車メーカー
が、2014 年度から 70 MPa の高圧水素タンクを用いるFCVの一般販売を開始することを表明
した。その本格普及には高純度水素を低コストで製造・運搬・貯蔵する技術を確立することが
必須であり、これらに関わるテーマは関係者ならずとも、水素エネルギーに関しては広い分野
からの関心がいやが上にも高まっている。９月にはサンシャイン計画 40 周年記念のシンポジウ
ムが開催された。プロジェクトの初期段階から水素エネルギーの可能性に着目し、大容量の水
素製造システムや安全な輸送・貯蔵システムの開発、燃料電池の実用化条件などの検討が含ま
れていた。サンシャイン計画を企画された堺屋太一氏は、「再生可能エネルギーによる小型分散
システムは『ゴミのような話』と蔑まれた。大きなヴィジョン、継続、技術の普及を忘れては
いけない」と言われた。同計画に関係された方々には感慨新たなるものがあると拝察する次第
である。
　水素エネルギーシステムを享受するためには安全・安心の確保が必須である。今号は、水素
供給に関わる部材や測定・解析に関する話題を集めて特集を組んでいる。今後の技術開発の展
開に繋がれば幸いである。

2014 年秋号（Vol. 14 No.２）　 特集主担当：吉武　　優、森　　昌史
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